
アップデート
─進化する医療制度─

閣議決定された
骨太方針2021と
規制改革実施計画を
理解する
短中期的な医療政策と規制改革の方向が明確化
DXへの対応は不可避に

めざせ!!メディカルエグゼクティブ
リーダーの奉仕が求められる
サーバントリーダーシップ

Network
京都府
糖尿病性腎症重症化予防プログラムにより
受診率向上と人工透析患者減少の実現を。

浜田医療圏
専門医不足を早期の病診連携でフォローし
地域の関節リウマチ診療に貢献する。

P8

P2

P12

P6

36Vol.

V
ol.3
6
　
2
0
2
1
年
1
1月
発
行

田
辺
三
菱
製
薬
株
式
会
社
エ
リ
ア
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
推
進
部

〒
1
0
0
-8
2
0
5
　
東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
１
-１
-１
　

企
画
発
行
：

制
作
：
株
式
会
社
プ
レ
ア
ッ
シ
ュ

〒
1
0
2
-0
0
7
2
　
東
京
都
千
代
田
区
飯
田
橋
2
-1
8
-1

 _兵江<P16>　 CMYK  2043649_メディカルネットワーク36号_ 

1

校 

2

校 _兵江<P1>　



─進化する医療制度─

骨太方針は“グリーン”や
“デジタル”などを掲げる

　はじめに閣議決定された「経済財
政運営と改革の基本方針2021」（以
下、骨太方針2021）と「成長戦略実
行計画・成長戦略フォローアップ」
（以下、成長戦略2021）、「規制改革
実施計画」の、それぞれの関係を確
認しておきましょう。
　骨太方針2021は、短中期的な経済
財政運営の基本的な方針をまとめた

もので、2022年度の予算編成に向け
た考え方も示しています。サブタイ
トルとして「日本の未来を拓く４つ
の原動力～グリーン、デジタル、活
力ある地方創り、少子化対策～」を
掲げており、特に重点を置く施策が
明確です。
　次に、成長戦略2021は、骨太方針
2021が示す大きな方向性を踏まえ、
そこでの主な施策にかかる具体的な
取り組みをまとめたものです。いわ
ゆるロードマップとして2024年度ま

でを視野に入れた「成長戦略フォロ
ーアップ工程表」がついています。
　最後に、規制改革実施計画に関し
ては、策定の流れとして、まず政府
の規制改革推進会議が「規制改革推
進に関する答申」を行います。これ
は、１～２年の短期的な視野で、重
点的に規制改革を行うべき事項につ
いてまとめたもので、2021年の答申
（2021年６月１日）のサブタイトル
は「デジタル社会に向けた規制改革
の『実現』」となっています。そし
て経済社会の構造改革を推進する観
点から、その中でも特に重要な事項
が規制改革実施計画として閣議決定
されます。
　なお、規制改革実施計画には、骨
太方針2021との間に、成長戦略2021
のような直接的な主従関係はありま
せんが、規制改革実施計画での主要
な事項の趣旨は骨太方針2021にも記
載されており、ここで、いわば政府
の重要方針として権威づけをされて
います。

新型コロナ感染症を機に
新たな仕組みの構築を推進

　骨太方針2021では、医療関係の施
策は、主として第３章の「感染症で
顕在化した課題等を克服する経済・
財政一体改革」の柱のひとつである
「社会保障改革」において、「感染症
を機に進める新たな仕組みの構築」
の一環として述べられています。
　そこでは多くの施策が記載されて
いますが、大まかに①感染症対応の
ための体制の整備、②医療従事者の
「働き方改革」、③疾病対策と予防・
健康づくり、④医療費の適正化、⑤
医療・介護の情報化、に分けられま
す（【資料１】）。また、それぞれが
関連し、効果を発揮するかたちにも
なっています。
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出典：内閣府「経済財政運営と改革の基本方針2021」（2021年６月18日閣議決定）第３章 感染症で顕在化した課題等を克服する経済・財政一体改革 ２．社会保障改革をもとに作成（https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2021/2021_basicpolicies_ja.pdf）

【資料１】骨太方針2021に記載された「感染症を機に進める新たな仕組みの構築」（抜粋）
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今般の感染症対応での経験を踏まえ
◆医療提供体制を平時と緊急時で迅速かつ柔軟に切り替える仕組みの構築が不可欠
・国内で患者数が次に大幅に増えたときに備える
・新たな新興感染症の拡大にも対応する
・できるだけ早期に対応	 - 症状に応じた感染症患者の受入医療機関の選定
			   - 感染症対応とそれ以外の医療の地域における役割分担の明確化
			   - 医療専門職人材の確保・集約　など

今般の感染症対応の検証や救急医療・高度医療の確保の観点も踏まえ
◆地域医療構想を推進
・地域医療連携推進法人制度の活用等による病院の連携強化や機能強化・集

約化の促進などを通じた将来の医療需要に沿った病床機能の分化・連携など
◆質が高く効率的で持続可能な医療提供体制の整備
・かかりつけ医機能の強化・普及等による医療機関の機能分化・連携の推進
・更なる包括払いの在り方の検討も含めた医療提供体制の改革につながる診療報

酬の見直し
・診療所も含む外来機能の明確化・分化の推進
・実効的なタスク・シフティングや看護師登録制の実効性確保並びに潜在看護師

の復職に係る課題分析及び解消
・医学部などの大学における医療人材養成課程の見直しや医師偏在対策の推進

など
◆オンライン診療を幅広く適正に活用
・初診からの実施は原則かかりつけ医によるとしつつ、事前に患者の状態が把握で

きる場合にも認める方向で具体案を検討
◆安心・安全な産科医療の確保及び移植医療を推進
・地域の産科医療施設の存続など
◆希少疾病である難病の対策を充実
◆粒子線治療の推進（現在、限られたがん種において保険適用）
・有効性・安全性などのエビデンスを踏まえた検討を進める
・装置の小型化・低コスト化の潮流を踏まえ、病院の特徴や規模など、地域の状

況に十分配慮した上で、診療の質や患者のアクセスの向上を図るため、具体的
な対応策を検討

◆重症化予防
・コロナ禍で新たな健康課題が生じていることを踏まえ、「上手な医療のかかり方」

の普及啓発
・保険者努力支援制度等に基づく予防・重症化予防・健康づくりへの支援を推進
・がん、循環器病及び腎臓病について、感染拡大による診療や受療行動の変化

の実態を把握
・健診・検診の受診控え等に関する調査の結果を踏まえ、新しい生活様式に対応

した予防・重症化予防・健康づくりを検討

◆予防・重症化予防・健康づくりサービスの産業化
・包括的な民間委託の活用や新たな血液検査等の新技術の積極的な効果検証等

が推進されるよう、保険者が策定するデータヘルス計画の手引の改定等を検討
・同計画の標準化の進展にあたり、アウトカムベースでの適切なKPIの設定を推進
◆薬価算定基準の見直し
・革新的な医薬品におけるイノベーションの評価の観点及びそれ以外の長期収載

品等の医薬品について評価の適正化を行う観点から、透明性・予見性の確保
にも留意しつつ見直しを図る

・OTC類似医薬品等の既収載の医薬品の保険給付範囲について引き続き見直し
を図る
◆感染症を踏まえた診療報酬上の特例措置の効果を検証
・感染症患者を受け入れる医療機関に対し、減収への対応を含めた経営上の支

援や病床確保・設備整備等のための支援について、診療報酬や補助金・交付
金による今後の対応の在り方を検討し、引き続き実施
◆後発医薬品の更なる使用促進
・品質及び安定供給の信頼性の確保、新目標についての検証
・新目標についての検証、保険者の適正化の取組にも資する医療機関等の別の

使用割合を含む実施状況の見える化
・バイオシミラーの医療費適正化効果を踏まえた目標設定の検討
・新目標との関係を踏まえた後発医薬品調剤体制加算等の見直しの検討
・フォーミュラリ（※1）の活用　など
◆かかりつけ薬剤師・薬局の普及

◆多剤・重複投薬への取組を強化
◆�医療機関に行かずとも、一定期間内に処方箋を反復利用できる方策を検討
・症状が安定している患者について、医師及び薬剤師の適切な連携により、患者

の通院負担を軽減

◆緊急時の医薬品等の供給体制の確立
・サプライチェーンの実態を把握し、平時からの備えと非常時の買い上げの導入な

ど、緊急時の医薬品等の供給体制の確立を図る
・緊急時の薬事承認の在り方について検討

◆医療・特定健診等の情報を全国の医療機関等で確認できる仕組み
　民間PHRサービスの利活用も含めた自身で閲覧・活用できる仕組み
・2022年度までに、集中的な取組みを進める
・医療機関・介護事業所における情報共有とそのための電子カルテ情報や介護情

報の標準化の推進
・医療情報の保護と利活用に関する法制度の在り方の検討
・画像・検査情報、介護情報を含めた自身の保健医療情報を閲覧できる仕組み

の整備
・科学的介護・栄養の取組みの推進
・今般の感染症の自宅療養者に確実に医療が全員に提供されるよう医療情報を保

健所と医療機関等との間で共有する仕組みの構築（必要な法改正を含め検討）
・審査支払機関改革（※2）の着実な推進　など
・データヘルス改革に関する工程表に則り、改革を着実に推進

◆全ゲノム解析等実行計画及びロードマップ2021の推進
・日米首脳共同声明に基づく取組も視野に入れつつ、患者起点・患者還元原則

の下、着実に推進
・これまで治療法のなかった患者に新たな個別化医療を提供
・産官学の関係者が幅広く分析・活用できる体制整備
◆プログラム医療機器の開発・実用化を促進
◆患者の治験情報アクセス向上のためデータベースの充実を推進

◆�医療法人の事業報告書等をアップロードで届出・公表する全国的な電子開
示システムの整備

・早急に整え、感染症による医療機関への影響等を早期に分析できる体制を構築
・介護サービス事業者についても、事業報告書等のアップロードによる取扱いも含

めた届出・公表を義務化し、分析できる体制を構築
・デジタル庁の統括・監理の下、デジタル化による効率化、利便性の向上
　　・レセプトシステム（NDB）の充実
　　・G-MISの今般の感染症対策以外の長期的な活用
　　・COCOAの安定的な運営　など
・医療・介護データとの連携や迅速な分析の環境の整備

◆歯科
・全身との関連性を含む口腔の健康の重要性に係るエビデンスの国民への適切な

情報提供
・生涯を通じた切れ目のない歯科健診
・オーラルフレイル対策・疾病の重症化予防にもつながる歯科医師、歯科衛生士

による歯科口腔保健の充実
・歯科医療専門職間、医科歯科、介護、障害福祉機関等との連携を推進
・歯科衛生士・歯科技工士の人材確保
・飛沫感染等の防止を含め歯科保健医療提供体制の構築と強化
・今後、要介護高齢者等の受診困難者の増加を視野に入れた歯科におけるICT

の活用を推進

※1 一般的に、「医療機関等において医学的妥当性や経済性等を踏まえて作成された医薬品の使用方針（複数の治療薬がある慢性疾患において後発品を第一優先とする等）」を意味する。
※2 「審査支払機能に関する改革工程表」（2021年３月31日厚生労働省・社会保険診療報酬支払基金・国民健康保険中央会）等に基づく審査支払機関の改革。

◆メンタルヘルスへの対応
・感染症による不安やうつ等も含め推進
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（再生可能エネルギー等）」など６つ
の重点分野が設定されており、その
うちのひとつ「デジタル時代に向け
た規制の見直し」に医療関係の事項
が含まれています。また、そこでの
医療関係の柱は、❶医療分野におけ
るDX化の促進、❷医薬品・医療機
器提供方法の柔軟化・低コスト化、
❸最先端の医療機器の開発・導入の
促進、❹医療・介護分野における生
産性向上、❺オンライン診療・オン
ライン服薬指導の特例措置の恒久
化、❻健康保険証の直接交付、とな
っています（【資料２】）。なお、❶
にあるように、規制改革実施計画の
医療分野において「DX（デジタル
・トランスフォーメーション）」と
いう用語が使われたのは今回が初め
てです。
　我が国においては、DXは主とし
て経済産業省が推進しています。同
省が2018年12月に策定した「デジタ

ルトランスフォーメーションを推進
するためのガイドライン（DX推進
ガイドライン）」では、DXを「企業
がビジネス環境の激しい変化に対応
し、データとデジタル技術を活用し
て、顧客や社会のニーズを基に、製
品やサービス、ビジネスモデルを変
革するとともに、業務そのものや、
組織、プロセス、企業文化・風土を
変革し、競争上の優位性を確立する
こと」と定義しています。
　また、骨太方針2021では、「民間
部門におけるDXの加速」を打ち出
すとともに、研究の生産性を高める
ため研究DXを推進する、としてい
ます。ここで言う研究DXとは、研
究交流のリモート化、研究設備・機
器への遠隔からの接続、全国の先端
共用設備や大型研究施設も活用した
データ駆動型研究の拡大など、と説
明されています。
　こうしたDX推進の動きを受けた

　これらのうち①と②については、
2021年の通常国会で成立した「良質
かつ適切な医療を効率的に提供する
体制の確保を推進するための医療法
等の一部を改正する法律」（2021年
５月28日公布）、③と④については、
「全世代対応型の社会保障制度を構
築するための健康保険法等の一部を
改正する法律」（2021年６月11日公
布）によって、それぞれ法令上の整
備などもなされています。
　また、⑤の医療・介護の情報化に
関しては、規制改革実施計画におい
て、より具体的に2021年度に検討・
措置すべきことがまとめられていま
す（後述）。

デジタル時代に向けた
規制見直しは医療でも

　規制改革実施計画では、「デジタ
ルガバメントの推進」や「グリーン

【資料２】規制改革実施計画（2021年６月18日閣議決定）における医療関係の事項（抜粋）

出典：内閣府「規制改革実施計画」（2021年６月18日閣議決定）をもとに作成（https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/publication/keikaku/210618/keikaku.pdf）
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課題 実施事項 実施時期

医療分野におけるDX化の促進

医療分野における電子認証手段の見直し 2021年度結論・措置

治験の仕組みの円滑化 2021年度措置

患者の医療情報アクセス円滑化 ・2021年検討開始、結論を得次第速やかに措置
・2021年度措置

医薬品・医療機器提供方法の
柔軟化・低コスト化

一般用医薬品販売規制の見直し ・措置済み
・引き続き検討を進め、早期に結論

中古医療機器売買の円滑化 2021年度検討開始、早期に結論

単回使用医療機器再製造品の普及 2021年度措置

調剤業務の効率化 2021年度検討開始、早期に結論

最先端の医療機器の開発・導入の促進 最先端の医療機器の開発・導入の促進
・措置済み 
・2021年度検討・結論 
・2021年度措置

医療・介護分野における生産性向上

産業医の常駐及び兼務条件の緩和 措置済み

デジタル化の進展等に対応するための
歯科技工業務の見直し

・2021年度措置 
・2021年度検討・結論、結論を得次第速やかに措置 
・2021年度検討開始、結論を得次第速やかに措置

介護サービスの生産性向上 2021年度以降逐次措置

オンライン診療・オンライン服薬指導の
特例措置の恒久化

オンライン診療・オンライン服薬指導の
特例措置の恒久化

・新型コロナウイルス感染症が収束するまでの間、継続的に措置
・2021年度から検討開始、2022年度から順次実施（電子処方箋

システムの運用については2022年夏目途措置）

健康保険証の直接交付 健康保険証の直接交付 2021年度措置
注：「規制改革の内容」の項は省略。また、事項によっては「規制改革の内容」（複数）に応じて、実施時期が複数となっている
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規制改革実施計画での「医療分野に
おけるDX化の促進」は、社会全体
のデジタル化を推進しようとしてい
る政府の考え方が反映されたと見る
ことができます。たとえば、「治験
の仕組みの円滑化」の事項では、医
療機関や関係者が電子カルテなどの
医療情報を授受するにあたり、当事
者がセキュリティ対策を講ずること
を前提に、外部ネットワークなどの
活用が可能であるとわかりやすく周
知する、とされています。

規制改革実施計画では
すでに措置ずみの事項もある

　規制改革実施計画での事項の中に
は、閣議決定時にすでに措置ずみの
ものもあります（【資料２】）。
　まず、「産業医の常駐及び兼務条
件の緩和」の事項の趣旨は、産業医
の業務について、オンラインで実施
可能な内容を整理したうえで、一定
規模以上の事業場において求められ
ている産業医の常駐の必要性を見直
し、オンラインで実施できるように
するというものです。これについて
は厚生労働省（以下、厚労省）労働
基準局長が2021年３月31日、都道府
県労働局長に対し、「情報通信機器
を用いた産業医の職務の一部実施に
関する留意事項等について」の通知
を発出し、産業医の職務の一部を、
情報通信機器を用いて遠隔で実施す
ることにおける考え方や留意点を示
しました。たとえば、産業医の職務
のうち、オンラインで実施する範囲
や、その際の留意事項などに関して
は、衛生委員会等で調査審議を行っ
たうえで労働者に周知することを留
意すべき点として挙げています。
　さらに、「最先端の医療機器の開
発・導入の促進」の事項の中心をな
す、プログラム医療機器（プログラ

ム単体としての「医療機器プログラ
ム」またはプログラムを記録した記
録媒体を含む医療機器）についても、
開発・導入の促進のための取り組み
が進んでいます。１例として、厚労
省が2021年３月31日、都道府県など
に対して「プログラムの医療機器該
当性に関するガイドライン」を通知
しました。また、同省はプログラム
医療機器の審議などに関する体制を
強化するため、2021年度から、薬事
・食品衛生審議会の医療機器・体外
診断薬部会のもとに、プログラム医
療機器調査会を設置しています。

社会保障審議会の部会で
報告に対し行われた議論

　骨太方針2021、成長戦略2021、規
制緩和実施計画については、2021年
６月25日に開催された社会保障審議
会医療保険部会、８月５日に開催さ
れた同審議会医療部会において、厚
労省から各々の概要が報告され、各
委員が意見を述べました。
　まず、社会保障審議会医療保険部
会では、例として次のような趣旨の
意見が出ました。
 • 国民が必要なときに必要な医療を
受けられるためには、かかりつけ
医をベースにした外来医療の機能
分化・連携の強化が重要。その意
味で、まずは国民目線に立って、
国民が求めるかかりつけ医の機能
を明確化したうえで、あるべき制
度の仕組み、枠組みを検討してい
くべきだ。その際、オンライン診
療も、かかりつけ医の機能のひと
つに位置づけるべきだろう
 • 骨太方針2021に、電子カルテと介
護情報の標準化の推進とあるが、
現状は、各病院がさまざまなベン
ダーの電子カルテでスタートさせ
てしまっていて標準化は難しい。

数年に一度、大きな更新をしなけ
ればならず、病院はそこにお金を
注ぎ込んでいる。ぜひ電子カルテ
の標準化ということを大きな柱の
ひとつとして考えていただきたい
　また、骨太方針2021では、医療・
特定健診等の情報を、全国の医療機
関などで確認できる仕組みや、民間
PHR（パーソナル・ヘルス・レコ
ード）サービスの利活用も含めた自
身で閲覧・活用できる仕組みについ
て、2022年度までに集中的な取り組
みを進めるとしています。これに関
して医療部会では、委員から「アレ
ルギーなどクリティカルな情報は、
医療機関でも閲覧できるようにして
もらいたい」といった趣旨の発言が
ありました。

医療分野にも押し寄せる
DXに対する備えが必要

　前年2020年の骨太方針2020では、
医療に関しては、新型コロナウイル
ス感染症対策に絞り込まれていたた
め、医療に関する施策の全体像は不
透明でした。しかし、今回の骨太方
針2021によって、かなり明確になっ
てきました。その意味で、骨太方針
2021や規制改革実施計画などの内容
は、十分に把握しておく必要があり
ます。
　2021年９月に行われたデジタル庁
創設もひとつの背景として、骨太方
針2021、規制改革実施計画では、デ
ジタル化に比重を置いているのが特
徴です。また、関連して医療の分野
では「DX」を打ち出している点に
留意する必要があります。従前であ
れば単に医療の「ICT化」と考えら
れていた事項について、医療の効率
化と質の向上に向けた根本的な変革
が求められる段階になったと認識し
なければならないでしょう。
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　A先生が院長を務める病院は、最近、外来患
者が減少傾向にあります。苦境を脱しようと、
A先生が各診療科や部門の部長に対してこと細
かく命令するようになると、その意を受けた部
長たちが現場の医師やメディカルスタッフへ、
あれこれと細部にいたるまで指示を出すように
なりました。ところが、次第に現場の医師やメ
ディカルスタッフが上司の顔色をうかがって仕
事をするようになり、院内がギスギスした雰囲
気に。患者満足度も下がり、ますます患者が減
る事態に陥ってしまいました。A先生は、どう
すべきなのかと頭を抱えています。

リーダーの奉仕が求められるサーバントリーダーシップ

支配型は医療に馴染みにくい

　ひと言でリーダーシップと言っても、いく
つか種類があり、A先生がとったのは「支配
型リーダーシップ」と称されます。このリー
ダーシップは、たとえば、企業において経営
者などのリーダーが新商品の開発をトップダ
ウンで意思決定し、その実現に必要な指示を
部下にくだす場合には向いているでしょう。
　しかし、ものを言わない商品を取り扱う一
般的なビジネスとは違い、各々で異なる事情
を抱えている患者が“主役”であり、そうし
た患者に現場の医師やメディカルスタッフが
接して成立する医療においては、リーダーが
一方的な命令を出す支配型リーダーシップは
馴染みにくいかもしれません。

　では、医療に求められるのは、どのような
リーダーシップでしょうか。考えられるひと
つが「サーバントリーダーシップ」です。

メンバーが主体的に動く環境を

　サーバントリーダーシップは、米国のロバ
ート・Ｋ・グリーンリーフが提唱した概念で、
サーバントつまり「使用人」という言葉が示
すとおり、リーダーは、まず相手に奉仕し、
その後、相手を導くというリーダーシップの
形態です。
　サーバントリーダーシップでは、支配型リ
ーダーシップのように組織の上の者が部下に
命令し、「義務」として仕事をさせるのでは
ありません。あくまでチームの一員として、
メンバーへの奉仕や支援を通じて周囲から信

第12回

角田 圭雄監修：愛知医科大学内科学講座肝胆膵内科学准教授（特任）

メディカルエグゼクティブ
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頼を得て、メンバーが「主体的」に協力して
くれる状況をつくります。
　サーバントリーダーシップで重要なのは、
部下が自分自身ですべき仕事を定めるように
誘導すること。そのためにリーダーはチーム
共通のビジョンを示したうえで、コミュニケ
ーションや信頼関係の構築を重視します。メ
ンバーが自分で仕事内容を決定するように導
くためのプロセスはさまざまですが、チーム
としてリーダーが掲げたビジョンに向けて進
んでいくので、個人の仕事へのモチベーショ
ンやチームとしての生産性は向上します。

リーダーはビジョンを掲げよ

　近年、医療はある種の“サービス業”の側
面を持ち始め、患者からの要望が多くなるな
どして、現場が疲弊しやすくなっています。
このような状況で、A先生が命令ばかりして
いたら、現場はますます疲弊してしまうでし
ょう。だからこそ、A先生が発揮すべきはサ

ーバントリーダーシップと言えそうです。
　A先生は、チームがめざす具体的なビジョ
ンを示すとともに、患者と直に接する医師や
メディカルスタッフが迷いなく仕事ができる
ような環境を整え、そのうえで個別の判断は
現場に任せるような方策をとってみてはどう
でしょうか。

病院におけるサーバントリーダーシップのイメージ新しいリーダーシップスタイル

　従来の支配型リーダーシップでは、ポジ
ションが上がるほど上層に行き、頂点に組織
のトップが君臨する「ピラミッド型」になる。
　一方、サーバントリーダーシップでは、患
者と直に接する現場スタッフをポジションの
高い者がサポートする「逆ピラミッド型」に
なる。

　A先生は、患者満足度向上を最重要のビジョン
に掲げ、自らが権限を振るうのではなく、現場の
医師やメディカルスタッフの権限を大きくして患
者満足度の向上を促し、さらにその功績を高く評
価するようにしました。同時に、もし患者からの
暴言などのトラブルが発生した際には、医師やメ
ディカルスタッフ側に立つと明言しました。
　こうして医師やメディカルスタッフが委縮せず
に患者と向き合える環境をつくったことで彼らの
モチベーションは上がり、患者満足度も向上して
患者が増え出し、経営状況に改善の兆しが表れ始
めました。

STUDY②STUDY①

変革型
リーダーシップ

環境変化を先読みして、組織その
ものを大きく変革させていくリー
ダーシップ。ビジョン、変化への
臭覚、奨励、緊張感の醸成、育成、
ネットワーク、配慮の７つの特性
を有する

サーバント
リーダーシップ

職場やプロジェクトのメンバーを
支援して、目標達成に導く、奉仕
型のリーダーシップ。ビジョンを
示したうえで、奉仕や支援を通じ
て周囲からの信頼を獲得し、主体
的な協力を引き出すことを強みと
する

ビジョナリー
リーダーシップ

ビジョンを創造し、組織構成員に
ビジョンを受け入れさせようと行
動するリーダーシップ。組織構成
員の個人目標と、組織目標が理念
的次元で統合され、表裏一体とな
ることを強みとする

RECOMMENDED BOOK

・『MBA的医療経営』　著：角田圭雄／発行：幻冬舎
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糖尿病性腎症重症化予防プログラムにより
受診率向上と人工透析患者減少の実現を。

　京都府において『京都府版糖尿病
性腎症重症化予防プログラム』（以
下、プログラム）が策定されたのは
2017年。プログラムの策定と運用に
あたって重要な役割を果たしている
京都大学糖尿病・内分泌・栄養内科
学教授で京都府糖尿病対策推進事業
委員会（以下、事業委員会）の委員
長を務める稲垣先生が、プログラム
立ち上げの経緯を解説する。
「私が委員長を拝命している事業委
員会は、京都府医師会が中心となっ
て2005年12月に設立されました。医
師だけでなく、看護師や薬剤師、管
理栄養士、歯科医師、介護従事者と

いった多職種や行政の方々にも参加
いただき、糖尿病療養に関する講習
会などを実施しています。
　その事業委員会設立の約10年後の
2016年、国が糖尿病性腎症重症化予
防プログラムを策定したのを受け、
京都府でも翌年４
月から『京都府糖
尿病重症化予防対
策事業』を開始。
同年10月には、京
都府、京都府医師
会、事業委員会の
３者が協働しプロ
グラム初版の策定
にいたりました」
（稲垣先生）
　稲垣先生は、つ

づけてプログラムの特徴にも触れて
くれた（【資料１】）。
「このプログラムの特徴は、対象者
を３つに分けてアプローチした点、
つまり、特定健診やレセプトのデー
タ等を活用して、❶医療機関未受診

Point of View

左から神原氏、稲垣先生、鍵本先生

【資料１】
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1取材日：2021年４月15日

Practice of Network

京都大学糖尿病・内分泌・栄養内科学教授／
京都府糖尿病対策推進事業委員会委員長

稲垣 暢也先生

医療法人健伸会かぎもとクリニック院長／
京都糖尿病医会会長

鍵本 伸二先生

京都府健康対策課
健康長寿係

神原 真規子氏

介入すべき対象者を
３つのカテゴリーに分類

8

Network

京都府

① 糖尿病性腎症重症化予防プログラムの推進に際し、京都府全体としての戦略に加えて、各地域に地域戦
略会議を設置して地域ごとの課題に対応した戦略の立案も行う

② 医師向けリーフレットを作成するなどして、非専門医も含め多くの医師に糖尿病診療に対する関心を高め
てもらう

③ ハイリスク患者対策において、保険者がかかりつけ医に保健指導を持ちかけるのではなく、逆にかかりつ
け医から保険者に対して保健指導を依頼するルートが用意されている地域もある

Diabetes Mell i tus

糖尿病



者（特定健診が異常値であっても医
療機関を未受診の者）、❷糖尿病治
療中断者（治療中だったが中断して
いる者）、❸ハイリスク者（医療機
関受診中で腎症発症の可能性が高い
者）のいずれかに該当する方を抽出
し、受診勧奨や保健指導といった方
法で介入しているところです」（稲
垣先生）

府全体の戦略に加えて
地域ごとの対策も考慮

　プログラムの策定からわずか４年
しか経過していないが、現在、運用
されているプログラムは、当初のも
のから内容が進化している。行政側
の担当者としてプログラムを推進す
る京都府健康対策課健康長寿係の神
原氏が説明する。
「本プログラムは策定後、随時、新
しい知見をとり入れ、より大きな効
果を求めて内容を改善しています。
　2017年10月のプログラム初版策定
から１年足らずの2018年５月には第

２版を策定。この
ときは、非専門の
かかりつけ医が患
者さんを糖尿病専
門医に紹介する基
準を明確にし、両
者の連携の強化を
図りました（【資
料２】）。
　さらに、2019年
８月にも、プログ
ラム対象者の考え
方と介入の優先順
位を追記する改定
を行って、第３版
を策定しました」
（神原氏）
　運用する中で現
れる課題を解決す

るために改定を繰り返してきたプロ
グラムだが、そのしなやかさは、プ
ログラムを府内各地域で運用する際
の姿勢にもうかがえる。
「それぞれの地域での課題に対応し
たプログラムを推進する戦略を立案
していただけるよう『京都府糖尿病

重症化予防システム』を構築しまし
た。同システムは、府全体の戦略を
担う『糖尿病重症化予防戦略会議』
のもと、京都市及び各保健所に『地
域戦略会議』を設置して、地域ごと
の連携体制の構築や専門人材育成、
住民への啓発などプログラムの推進
策を検討するものです（【資料３】）」
（神原氏）
　一口に「京都府」と言っても、京
都市のような大都市部と農村部では
医療提供体制や住民の年齢構成が大
きく異なる。そうした点も十分に考
慮した京都府の方針に、プログラム
を府内各地域のすみずみに行きわた
らせようとする強い意気込みが感じ
られた。

未受診者対策については
府内全域で大きな進展が

　神原氏は「プログラム策定から年
月が浅く、まだまだ歩き出したばか
り」と話すが、すでに変化も起きて
いる。
「前述の❶医療機関未受診者への対

１．基本的な考え方
　糖尿病が重症化するリスクが高い未受診者・受診中断者を医
療に結びつけるとともに、糖尿病で通院する患者のうち重症化
するリスクの高い方に対して、医療保険者が医療機関と連携し
て保健指導を行い、人工透析への移行を防止する。

２．プログラムの内容
◦対象者の選定：健診データやレセプトデータ等を活用して抽出
　①医療機関未受診者：健診異常値であっても未受診の者
　②糖尿病治療中断者：治療中だったが中断している者
　③ハイリスク者：医療機関受診中で腎症発症の可能性の高い者
◦介入方法
　①受診勧奨：通知・電話・個別面談等
　②�保健指導：本人及びかかりつけ医の了解のあった方につい

て保健指導のスキルを持った専門職が実施
◦かかりつけ医や専門医等との連携
◦評価

京都府版糖尿病性腎症重症化予防プログラムの概要
【資料１】

出典：神原氏提供資料

出典：神原氏提供資料

地域における医療機関間の紹介・連携基準
【資料２】
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糖尿病専門医 腎臓専門医

糖尿病専門医に紹介
かかりつけ医から糖尿病専門医・専門医療機関
への紹介基準
〜主に糖尿病治療ガイドより〜
（作成：日本糖尿病学会、監修：日本医師会）

かかりつけ眼科医
初診時、その後定期受診
（少なくとも年に１、２回）

腎臓専門医に紹介
かかりつけ医から腎臓専門医・専門医療機関へ
の紹介基準
（作成：日本腎臓学会、監修：日本医師会）

かかりつけ歯科医
初診時、その後定期受診
（少なくとも年２回）

上記基準並びに地域の状況
等を考慮し、かかりつけ医
が紹介を判断し、かかりつ
け医と専門医・専門医療機
関で逆紹介や併診等の受診
形態を検討する

安定期治療を担う医療機関
（かかりつけ医）
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策は、特定健診の結果が受診勧奨の
判定値であるにもかかわらず未受診
の方に対し、保険者が文書、電話、
訪問で医師への受診をすすめるもの
です。
　現時点で、府内全26市町村国民健
康保険（国保）のうちほぼすべてで
取り組みが始まっており、受診勧告
を受けた対象者の約半数の受診につ
ながっています」（神原氏）
　❷糖尿病治療中断者への対策につ
いての成果はどうだろうか。
「治療中断者対策では、糖尿病治療
を開始したはずなのに、半年以上レ
セプトが保険者に届いていない方を
抽出し、未受診者と同様に、保険者
が文書、電話、訪問で医師への受診
を勧告します。
　プログラム策定当初は、手がける
市町村国保が少なかったものの、現
在では20市町村国保が実施するまで
になりました」（神原氏）
　❸ハイリスク者向けの対策も、難
航しながらも結果を出している。

「ハイリスク者対策は、受診中の患
者さんのうち糖尿病性腎症やそのリ
スクの高い方に対し、医療機関と連
携のうえ、保険者の保健師や栄養士
が保健指導を実施するものです。こ
うした対策は、とても有効だと考え
られますが、指導にあたる保健師や
栄養士に十分なスキルが求められた
り、各医師会との調整が必要になる
ため、導入する市町村国保は伸び悩
んでいます。
　ただし、数は少なくとも導入した
市町村国保の実施例では、HbA1c
や糖尿病性腎症の病期が維持・改善
するといった効果が明らかになりま
した」（神原氏）

プログラムの浸透によって
医師の意識の変化を期待

　ここで糖尿病専門医として診療に
あたる、かぎもとクリニック院長の
鍵本先生にプログラムに対する期待
をうかがった。鍵本先生は、2002年

に発足した京都糖尿病医会（以下、
医会）会長でもある。医会は、糖尿
病診療のレベル向上を目標に、専門
医はもちろん非専門医や眼科医、歯
科医師などで構成されており、事業
委員会にも参画しているゆえ、鍵本
先生は、専門医と非専門医、プログ
ラム提供側それぞれの事情に詳しい
立場だ。
「診療をしていると『どうしてこれ
ほどひどくなるまで専門医を受診し
なかったのか──』といった状態の
患者さんにしばしば遭遇します。そ
うした患者さんを減らすには地域の
糖尿病診療のレベル向上が必須で、
医会でも勉強会を開催するなどして
います。
　ただ、非専門の先生は当然、ご自
分の専門領域のことでお忙しく、糖
尿病に高い関心を持つ方ばかりでは
ありません。実は、そのような方々
に、糖尿病に関する情報をどうお届
けすればいいのか悩んでいました。
　プログラムが浸透していけば、そ
うした先生方を、糖尿病診療を改善
する動きに巻き込みやすくなるので
はないかと期待しています」（鍵本
先生）

非専門医に訴求するため
リーフレットを作成

　どうやらプログラム成功の鍵の大
きなひとつは、いかにして非専門医
にプログラムや糖尿病への理解を深
めてもらうかにあるようだ。
「行政から受診勧奨を受けた患者さ
んが、せっかく医療機関を受診して
も、『まだ、症状はたいして進んで
いないから大丈夫』と言われてしま
うこともあるようです。また、プロ
グラムにのっとり、非専門のかかり
つけの先生に対して保険者がハイリ
スク者への保健指導を持ちかけても

出典：神原氏提供資料

京都府糖尿病重症化予防システムの概要
【資料３】

【資料４】
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どの地域でも適切な保健指導が安定的に受けられる実施体制の構築

地域戦略会議（各保健所＋京都市に設置）
地域ごとの連携体制の構築

地域の専門人材の育成・活用、府民への啓発等

乙訓
保健所

山城北
保健所

山城南
保健所

南丹
保健所

中丹西
保健所

中丹東
保健所

丹後
保健所 京都市

有識者
医療団体
保健団体
保険者
市町村

糖尿病対策推進
事業委員会

京都府医師会・京都府歯科医師会・京都府栄養士会・京都府薬剤師会による育成

人工透析導入数の減少・QOLの維持向上

糖尿病重症化予防戦略会議
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十分な対応がなされないケースがあ
ると聞きます。
　非専門の先生方のご協力が得られ
れば、プログラムは大きく前進する
でしょう」（鍵本先生）
　鍵本先生の指摘を受け、稲垣先生
も同意する。
「我々は、まずは非専門の先生方に
プログラムを知っていただくととも
に、糖尿病を学んでいただく機会を
提供して、意識を変えていく働きか
けをする必要がありますね」（稲垣
先生）
　この点は、行政でも認識を共有し
ている。神原氏は京都府がとった、
きわめて実践的な取り組みを紹介し
てくれた。
「京都府では、プログラムの概要を

まとめたA3サイズ２つ折りのリー
フレットを作成し、京都府医師会の
会員全員にお送りしました（【資料
４】）。普通の紙ではなく、丈夫で目
立つようにラミネートフィルムでコ
ーティングしたので、ぜひ診察室に
置いて活用していただきたいと願っ
ています」（神原氏）

保健師や栄養士の指導を
無料で患者に提供できる

　ところで、先に神原氏が述べたと
おりハイリスク者対策に遅れが見て
取れるが、その理由について鍵本先
生は、保険者の保健師や栄養士が患
者に保健指導を行うことが、かかり
つけ医にとってメリットになると理

解されていないから
ではないか、と話す。
「自院に保健師や栄
養士など糖尿病に関
する高い知識を持つ
メディカルスタッフ

がいなくても、代わ
りに無料で保険者が
保健指導を行ってく
れるのですから、か
かりつけの先生方に
はウェルカムなので

はないでしょうか。
　そのあたりの認知
度が高まれば、ハイ
リスク者対策につい
ても進展していくは
ずです」（稲垣先生）
　京都市などでは、
国保がかかりつけ医
に保健指導を持ちか
けるのではなく、そ
れとは逆に、かかり
つけ医から国保に対
し保健指導を依頼す
るルートも用意され

ているそうだ。活用しない手はない
だろう。

役割分担を明確にして
連携関係のさらなる深化を

　取材の最後は、稲垣先生から話題
に上った以外にプログラムを成功に
導く施策について語ってもらった。
「プログラム推進の大前提として、
まずは、もっと多くの住民の皆さん
に特定健診を受けてもらうようにす
る必要があります。京都府の特定健
診受診率は３割未満にとどまってお
り、これでは十分な受診勧奨はでき
ないでしょう。
　また、糖尿病は自覚症状に乏しい
ゆえに治療を中断する患者さんが少
なくありませんが、症状を自覚した
ころには、すでに人工透析導入まで
のカウントダウンが始まってしまっ
ているケースも多くあります。
　特定健診を受診してもらうために
も、治療中断者に介入して受診再開
に結びつけるためにも、やはり重要
となるのは、地域住民へ向けた糖尿
病の啓発活動。さまざまな機会をつ
くり、根気強く取り組むべきだと考
えます」（稲垣先生）
　稲垣先生は、医療を提供する側の
体制強化にも言及する。
「糖尿病患者は多く、今後も増加が
予想されますので、プログラムでも
推奨しているように、ハイリスク者
は専門医療機関が診て、療養の道筋
がついたら、かかりつけ医に逆紹介
するといった連携関係のさらなる深
化が必須です」（稲垣先生）
　京都府のプログラムは、常に進化
をつづけてきた。今後、稲垣先生が
示してくれた施策もとり入れながら
柔軟に姿を変え、糖尿病性腎症重症
化予防において確固たる結果を出し
てくれるだろう。

【資料４】
かかりつけ医向けに作成した

プログラムの紹介リーフレット（抜粋）

出典：神原氏提供資料
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専門医不足を早期の病診連携でフォローし
地域の関節リウマチ診療に貢献する。

　かつて関節リウマチは症状がゆっ
くり進み、発症から数年が経過した
後に関節破壊が生じると考えられて
いたが、研究が進むにつれ発症初期
にもっとも関節破壊が進行するメカ
ニズムがわかってきた。このため近
年は治療法が以前とは様変わりし、
発症初期から積極的にメトトレキサ
ート（MTX）やJAK阻害剤、生物
学的製剤など“切り札”と言える薬
剤を導入するにいたっている。
　このように治療法がドラスティッ
クに変化する状況下の2008年、独立
行政法人国立病院機構浜田医療セン

ター（HMC）ではリウマチ外来が
設立され、島根大学医学部附属病院
膠原病内科副診療科長の近藤医師が
２週間に１回、診療をするようにな
った。
　しかしながら、
すぐに大きな難題
が生じたという。
リウマチ専門医は
どこの地域でも不
足がちだが、島根
県、特に浜田医療
圏を含む同県西部
の状況は厳しく、
ＨMCにリウマチ
外来が設立される
までは、専門医に

よる外来は地域に皆無。そして、同
外来ができたと言っても、近藤医師
だけで地域の関節リウマチ患者を担
うのは現実的に無理があったのだ。
　そこで、多くの患者を診るために

Point of View

左から森須先生、近藤先生、山脇先生

島根大学医学部附属病院
膠原病内科
副診療科長

近藤 正宏先生

医療法人中村整形外科
院長

森須 正孝先生

医療法人恒仁会山脇整形外科医院
院長

山脇 州裕先生
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2取材日：2021年６月１日

Practice of Network

専門医不足をカバーするべく
かかりつけ医との連携を発想

12

①かかりつけ医が関節リウマチ患者を診ていて疑問を抱いた際には、専門医にメールで気軽に相談ができる
安心の体制づくり

②独自の「リウマチノート」を作成。専門医とかかりつけ医の双方が、診療のたびに薬剤の情報や検査値、所
見などを時系列にのっとって記載し情報を共有する

③病診連携によって早期診断が可能になるとともに、重篤な感染症や合併症の発生を減らす効果も生まれ
ている

浜田医療圏リウマチ

Rheumatoid Ar thr i t is



近藤医師が発想したのが、地域のか
かりつけ医との連携。しかも、発症
初期から積極的な治療が必要になっ
たことを背景に、患者の状態が落ち
着いてからではなく、できるだけ早
期からの連携だった。

かかりつけ医と役割分担
相談にはメールでも対応

　近藤医師が導入した病診連携はど
のような仕組みなのだろうか（【資
料１】）。
「HMCでは、かかりつけの先生から
ご紹介いただいた患者さんの関節リ
ウマチの診断をし、同疾患だった場
合には、治療法を選択したらすぐに
かかりつけの先生にお戻しします。
ここからが実質上の連携のスタート
で、以降HMCは、治療効果の判定、
患者教育など、リウマチ専門医や専
門医療機関にしかできない部分を担
当します。
　一方、かかりつけの先生には普段
の診療や副作用のチェック、副作用
がなければ薬剤の増量、より経験を
積んだ先生方には治療薬の変更も担
っていただきます」（近藤医師）
　ただ、先に述べた初期段階から用
いられる“切り札”のような薬剤に
は、重篤な感染症や合併症を発症す
るおそれがある。副作用のチェック
を担うかかりつけ医にとっては大き
な不安材料だが、抜かりなく万全な
対策が講じられているようだ。
「軽微な感染症であれば、かかりつ
けの先生方に対応していただきます
が、重篤な合併症が起きた際には速
やかにHMCが患者さんを引き受け
るバックアップ体制を構築していま
す。また、かかりつけの先生方が診
療を行う中で、ちょっとした疑問を
抱いたり、患者さんにわざわざ当院
を受診してもらうほどではないもの

の、気になることに遭遇する機会も
あるでしょう。そうしたときには、
気軽にメールで私にお問い合わせい
ただいています」（近藤医師）
　明確な役割分担に、頼りになるバ
ックアップ体制が加わり、かかりつ
け医でも安心して関節リウマチ患者
を診られる環境が整えられている。

病状の変化が一目でわかる
独自のリウマチノートを発案

　かかりつけ医が安心して患者を診
られるための近藤医師の取り組みは
ほかにもある。そのひとつが「リウ
マチノート」（【資料２】）だ。
「リウマチノートは、患者さんの情
報共有を目的に独自に作成したもの
です。かかりつけの先生方とHMC
の双方が、診療のたびに薬剤の情報
や検査値、所見などを記載し、患者
さん自身がそれを持って両者の間を
行き来します。
　記録は時系列で並んでいるので、
パッと見て変化がわかりやすいのが
特徴。治療にたずさわる医師だけで
なく、患者さん本人が自分の治療内
容や症状を理解できるようにもなっ

ています」（近藤医師）
　こうした近藤医師の方策に対し、
連携する診療所のかかりつけ医たち
の評価は高い。
　「以前は、関節リウマチの治療は
遠くの専門医に任せるというスタン
スでしたが、近藤先生の着任以来、
非専門医の私も関節リウマチを勉強
し、連携しながら患者さんを診るよ
うになりました」と話すのは、中村
整形外科院長の森須医師だ。
「患者さんの病状が一目瞭然で、診
療で気になった点などもリウマチノ
ートを通じて近藤先生に確認できま
す」（森須医師）
　山脇整形外科医院院長の山脇医師
も、リウマチノートの使いやすさを
称賛する。
「病院とかかりつけ医の間で患者情
報を電子的なネットワークを通じて
共有し連携する方法もありますが、
実際の診療現場では、パソコンを使
ってネットワークにアクセスし、患
者情報を確認するのは意外に手間が
かかります。その点、リウマチノー
トは開くだけで病状の変化をすぐに
把握できる。とても、すぐれたツー
ルです」（山脇医師）

出典：近藤先生提供資料

浜田医療センターとかかりつけ医の病診連携の流れ
【資料１】
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かかりつけ医

浜田医療センター

〈専門医〉

〈看護師〉

〈薬剤師〉

副作用チェック
用量調節

診断、治療法選択
患者指導

薬剤指導（治療内容変更時は適宜指導）

疾患活動性評価
合併症チェック
治療方針の確認

疾患活動性評価
合併症チェック
治療方針の確認

薬剤指導 薬剤指導 薬剤指導

疾患活動性評価
合併症チェック
治療方針の確認

副作用チェック
用量調節

副作用チェック
用量調節紹介
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　近藤医師は、かかりつけ医のため
に関節リウマチを学んでもらう場の
設定も手がけている。
「浜田医療圏内のかかりつけの先生
方にお声がけし、年２回ほど『リウ
マチネット勉強会』（以下、勉強会）
を開催しています。
　新しい薬剤の紹介のほか、MTX
の使い方、レントゲン画像の見方、
関節の診療の仕方といった実際の診
療に役立つテーマで勉強しており、
毎回、多くの先生方がたいへん熱心
に参加してくださっています」（近
藤医師）
「私も勉強会には３回ほど出席して
いますが、非常に有意義ですね。関
節リウマチの診療ガイドラインが変
更された際には、勉強会で近藤先生
がポイントを説明してくださったの
で助かりました。新しい生物学的製
剤が登場したときも、近藤先生がご
自身の経験を踏まえて使用上の注意
点を詳しく指導してくださり、安心

して使うことができています」（森
須医師）
　ここまで、連携がスムーズに行わ
れているのは近藤医師によるところ
が大きいと紹介してきたが、近藤医
師は、HMCのメディカルスタッフ
の貢献があったからこそと話す。
「私が指示をしていないにもかかわ
らず、関節リウマチの治療では正し
い服薬が特に重要であるとして、診
療後に看護師が処方せんを見ながら
患者さんに服薬のポイントを教えて
くれています。加えて薬剤師も手を
挙げてくれ、たとえば、私が薬剤に
ついて患者さんに説明した後、パン
フレットなどを使いながら、あらた
めて詳しく指導してくれるようにな
りました。
　さらに、メディカルスタッフたち
は、逆紹介先が決まった際、当該の
医療機関と連絡を取って応需予定の
薬局のリウマチ治療薬の在庫確保を
依頼したり、私が不在時に患者さん
からかかってきた電話に応対し、内
容によっては、かかりつけの先生の
受診を促すなど、連携をスムーズに

進める原動力となっています」（近
藤医師）

連携で早期診断が可能に
重篤な感染症も予防する

　この病診連携が始まってから10数
年が経過した。この間、連携によっ
て浜田医療圏における関節リウマチ
診療は大きな進歩を遂げている。
「浜田医療圏の中でも浜田市内では、
８割のかかりつけの先生方と連携す
るようになりました。当初、『より
多くの関節リウマチ患者を診る』と
の目標を立てたのですが、2015年か
ら2018年にかけて病診連携率が55％
から71％に上がった結果、診療コマ
数は変わらないのに患者数が1.45倍
に増えており、目標を達成できたと
言えます」（近藤医師）
　連携は、近藤医師が予想もしなか
った効果ももたらす。HMCにおい
ては、早期に関節リウマチの診断が
つけられることがわかったのだ。
「HMCでは、関節リウマチ発症後、
診断までに要した期間が１ヵ月未満
の症例は44％、1ヵ月以上３ヵ月未
満が56％に達しました（【資料３】）。
関節リウマチでは、発症から３ヵ月
以内が早期とされているので、全例

出典：『臨床リウマチ』31,195-203: 2019

発症後にHMCで
診断されるまでの期間

【資料３】

出典：近藤先生提供資料

リウマチノート
【資料２】

スムーズな連携に欠かせない
メディカルスタッフたちの貢献
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が早期診断できているわけです。
　浜田医療圏は高齢化率が高く、か
かりつけ医に定期的に通院している
方が多いうえ、病診連携によって、
かかりつけ医が関節リウマチを診る
機会が多く、慣れています。よって
関節リウマチ患者を見出しやすく、
早期にHMCへ紹介してくださるか
らでしょう」（近藤医師）
　さらに連携は、患者が治療を受け
る中での安全性をも高めている。
「重篤な感染症を発症する割合を調
べたところ、HMCだけで診療して
いる患者さんの場合は6.7％なのに
対し、連携している患者さんでは0.7
％と低い数字でした（【資料４】）。
普段から患者さんと接する機会の多
いかかりつけの先生方のほうが感染
症を早く発見でき、重症化を防げる
からだと思います」（近藤医師）

通院の足が限られる地方でも
高齢者の専門医受診の機会を

　この病診連携に関し現状を踏まえ
た課題について尋ねたところ、お三
方からは共通して超高齢社会が訪れ
た地域ならではの指摘がなされた。
「地方では、鉄道やバスが都市部ほ
ど発達していないため、マイカー通
院の患者さんが多数います。HMC
の関節リウマチの患者さんも例外で
はなく、マイカーで通院している方
が多く、しかも65歳以上がそのうち
の７割近くを占めます。５年後、10
年後に自分で車を運転して通院する
のが難しくなる患者さんが続出する
のは明白で、そうした患者さんが、
定期的に専門医を受診できる体制を
整備していかなければなりません」
（近藤医師）
「私も近藤先生と同じで、高齢の方
に対して専門的な治療をどう継続し
て提供していくかが課題になると思

います」（山脇医師）
「高齢者は内科系疾患が多いので、
年齢が上がるにつれて内科の治療が
優先され、整形外科を離れて内科で
リウマチ治療を受ける方が少なから
ずいます。
　けれども、関節リウマチにおいて
は、人工関節を入れたり、手指の拘
縮を持っている患者さんにはリハビ
リテーションが必要。したがって、
できるだけ整形外科を受診してもら
えるような工夫を考えていくべきで
す」（森須医師）

まずは第一歩を踏み出し
軌道修正をしながら前進を

　今後、関節リウマチ診療をいっそ
う進化させるには、何が求められる
のだろうか。
「現在の連携は、病診連携が中心で
すが、患者さんの高齢化が今以上に
進めば、在宅医療に移行する方も増
えていくでしょう。そうなれば、訪
問看護師や訪問リハビリテーション
のスタッフ、薬局薬剤師にも連携の
輪に入ってもらうとともに、勉強会
に参加いただく必要性も高まると考
えます」（近藤医師）
　森須医師と山脇医師は、ともに普

及が進む生物学的製剤について言及
する。
「整形外科では、生物学的製剤の点
滴薬への対応が難しい診療所が少な
くありません。自己注射や皮下注の
薬剤であれば特に設備を要せず、使
いやすいので、そうしたタイプの生
物学的製剤が増えることを期待して
います」（森須医師）
「今は比較的、若年の患者さんに生
物学的製剤を使用するケースが多い
のですが、増えていく高齢の患者さ
んにも積極的に生物学的製剤を導入
できるよう勉強を重ねる重要性を感
じます」（山脇医師）
　リウマチ専門医の不足に悩む地域
は数多くあり、今回紹介した浜田医
療圏での取り組みは、他の地域でも
大いに参考になるだろう。最後に連
携の立ち上げを主導した近藤医師に
先駆者としてアドバイスを求めた。
「どのような連携も、頭の中でいく
ら考えて実行に移したところで、現
実には思いどおりに運ばないことば
かり。ですから、連携の大まかな枠
組みだけをつくって運用を始め、不
都合が生じたらその都度、軌道修正
していけば良いのではないでしょう
か。まずは、第一歩を歩み出してく
ださい」（近藤医師）

出典：『臨床リウマチ』31,195-203: 2019

病診連携の安全性
【資料４】

連携あり（n＝144） 連携なし（n＝60） p value
重篤な感染症 １人（0.7％） ４人（6.7％） p＜0.01

（内訳） 細菌性肺炎 蜂窩織炎、細菌性肺炎、感染性腸炎、
蜂窩織炎→化膿性関節炎

感染症以外 12人（8.3％） ７人（12％）

（内訳）

整形外科疾患 ５人（骨折、人工関節置換術等） ２人（関節形成術、筋肉内血腫） n.s.
循環器疾患 ２人（狭心症、心筋梗塞） ０人
消化器疾患 ２人（イレウス、鼠径ヘルニア） ０人
腎尿路系疾患 １人（尿路結石） ２人（尿路結石、腎アミロイドーシス）

眼科疾患 １人（白内障） １人（白内障）

悪性疾患 １人（肺がん） ２人（胃がん、MTX-LPD）

（T-Test）
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『Medical View Point』は田辺三菱製薬が運営する
医師・薬剤師など医療関係者を対象としたWebサイトです。

『医療行政“ほっと”ニュース』

医療行政や医療関連制度に関する動向を、コンパクトにまとめてお伝えします。

No.53	中医協分科会、短期滞在手術等基本料は実態を踏まえ見直しを

No.52 「外来機能報告制度」、年内の取りまとめに向けて制度設計の議論開始

No.51	骨太方針2021、医療分野は「感染症への対応」と「社会保障改革」を２本柱に

No.50	高齢者への新型コロナワクチン、全自治体の９割超が７月末までに接種終了

No.49	新設の「地域医療体制確保加算」、勤務医の負担軽減効果は不十分

No.48 「重症度、医療・看護必要度」などの経過措置、今年９月末まで再延長

No.47	2020年度上半期医療費は5.2％減の20.5兆円、新型コロナの影響大きく

No.46	外来機能の明確化・連携の推進に向けて、新たな報告制度を導入

『Medical Network』コラム、先行配信のご案内

次号に掲載の「アップデート─進化する医療制度─」、「めざせ!!メディカルエグゼクティ
ブ」をWeb版で先行配信します。

診療サポート情報

変革期の病院薬剤部門の「困った」に使えるマネジメントの基礎知識

CASE9

地域包括ケアにおける薬薬連携を考える
実効性の高い連携をどう構築する？

CASE8

人材確保②　─広報媒体としてホームページを最大限に活用する
アピールポイントをどう発信する？

CASE7

人材確保　─薬剤部の魅力をどう伝えるか？
ミスマッチを防ぎ、求める人材をどう集めるか？

薬剤師サポート情報

『Pharma Scope』記事、先行配信のご案内

次号に掲載の「View」、「C-Pharmacy」を順次、Web版で先行配信します。

田辺三菱製薬　医療 検索検索

詳しくは、田辺三菱製薬 医療関係者情報サイト『Medical View Point』をご覧ください。

http://medical .mt-pharma.co. jp

記載内容は変更になる場合がございます。 あらかじめご了承ください。

アップデート
─進化する医療制度─

閣議決定された
骨太方針2021と
規制改革実施計画を
理解する
短中期的な医療政策と規制改革の方向が明確化
DXへの対応は不可避に

（審）21Ⅹ108
XTPC384A-

V
ol.3
6
　
2
0
2
1
年
1
1月
発
行

田
辺
三
菱
製
薬
株
式
会
社
エ
リ
ア
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
推
進
部

〒
1
0
0
-8
2
0
5
　
東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
１
-１
-１
　

企
画
発
行
：

制
作
：
株
式
会
社
プ
レ
ア
ッ
シ
ュ

〒
1
0
2
-0
0
7
2
　
東
京
都
千
代
田
区
飯
田
橋
2
-1
8
-1

CMYK  2043649_メディカルネットワーク36号_ 

1

校 

2

校 

3

校 _兵江<P16>　


